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設立趣意書
平成23年3月11日に発生し、未曽有の被害をもたらした東日本大震災の復興は、我が国にとって、戦後に次ぐ大きな復興の一つとなることは間違いない。戦後の復興と経済を支えた森林の役割と歴史を今一度見直し、今回の復興に向けて再び、森林・林業の再生とあわせて、これに係る森から海へ連なる流域全体の産業やその技術を活かしつつ、復興対策を全国的に支援していくことが重要である。
特に、小田原市は、自然災害等で苦しむ地域と人々を救った二宮尊徳（報徳）の故郷であり、余力や金銭を将来や社会のために譲りあう「推譲」の精神に代表される「報徳思想」は、今もなお小田原市民に受け継がれている。苦難極まるこの時にこそ、「推譲」の精神で地域と地域、人と人との「絆」でもって、被災地の復興に向けた支援と応援が必要である。
他方、森林・林業の観点からいえば、農林水産省では、平成21年に、我が国の森林・林業再生に向けた指針となる「森林・林業再生プラン」を策定し、「10年後の木材自給率50%以上」を目指すべき姿として掲げ、森林の多面的機能の確保を図りつつ、先人たちが築き上げた人工林資源を積極的に活用して、木材の安定供給体制の確立、山村の活性化、木材利用を通じた低炭素社会の構築を図ることとしている。これらの施策は、「新成長戦略」（平成22年閣議決定）の「国家戦略プロジェクト」の一つとして、まさに我が国の国家的な戦略として位置づけられている。これを受け、神奈川県においても、水源環境の保全・再生に向けた取組や、県産木材の利用拡大等の施策を推進しているところである。
小田原市においても、全国の他地域の状況と同じく、林業による生産・経済活動は低迷し、整備不足による森林の質的荒廃が進行している。他方、小田原地域は、山・里・川・海が近接する地勢状況に加え、文化・歴史あふれる魅力的な環境にある。こうした環境の恵みを最大限に生かしつつ、地域に根差した小田原ならではの森林・林業を再生していくことは、森林を中心とした経済活動の活性化のみならず、森林による水源涵養機能や災害防止機能等公益的機能の発揮、地球温暖化防止、生物多様性の保全など、山から海につながる地域全体の生態系・環境の保全の観点からも極めて有効かつ重要である。
こうした状況を踏まえ、小田原の森林・林業の再生、活性化とともに、森林をはじめ、森林を起点とする里・川・海に連なる流域での地場産業を活用した東日本大震災被災地への支援・応援活動を目的に、市民と行政とが一体となった取組の在り方について検討・実践するための「『報徳の森プロジェクト』実行委員会」を設立するものである。特に、現在、被災地においては、本格的な復興に向けた産業や賑わいの復活・創造をはじめ、人と人、地域と地域との絆を基本とするコミュニティーの再生が必要不可欠である。このため、小田原の森林・林業の再生や活性化を主軸としつつも、当面の間は、被災地に向けた支援・応援活動への重点化を図る。
全国有数の森林・林業振興地域と比べればその規模は必ずしも大きくはない小田原地域における森林・林業の再生と、被災地への復興に向けた取組が、同じ境遇にある全国の他の市町村のモデルとなり、全国的な震災復興の一助となることを切に願うものである。
